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鹿児島県が進める「三つの挑戦」

○平成16年度にあった▲451億円の財源不足額を２年連続で解消

①新産業戦略の展開
・重点業種（自動車・電子・食品）に加え，環境・新エネ

ルギー産業など成長分野に対する企業誘致活動の推進

・重点業種の振興（産学官の連携） など

②新時代に対応した農林水産業の振興と

「安心・安全・新食料供給基地」の形成
・大規模経営の育成など付加価値の高い産地形成

・有機農業など安心・安全な農業生産の確立

・本県農業の将来にわたる発展を支える担い手

づくりの推進 など

③世界を魅了する観光地

“KAGOSHIMA”の形成
・魅力ある癒しの観光地づくり

・国内外からの誘客促進 など

④戦略的なPRの展開
・国内外に向けた情報発信

・県産品の輸出促進 など

これが「鹿児島」

本土最南端に位置し，
「薩摩」「大隅」の２
つの半島と，多くの
離島を有す

県土は，南北600kmと

長く，気候区も温帯か
ら亜熱帯と幅広く全体
的に温暖な気候

世界自然遺産に登録

されている屋久島をは
じめ特色ある島々，桜
島や日本ジオパークに
認定された霧島の火山
群，豊富な温泉など，
多彩で豊かな自然と個
性ある歴史・文化など
の観光資源に富む

人口（国調）

1,706千人【24】

面積（国調）

9,188 k㎡【10】

名目県内総生産

H22 ： 51,769億円

【薩摩半島】

【大隅半島】

【種子島】

【屋久島】

【奄美大島】

【徳之島】

【沖永良部島】

【与論島】

【甑島】

【桜島】

【】は全国順位

▼持続可能性への挑戦 ～持続可能な行財政構造の構築～

▼産業おこしへの挑戦 ～新時代に対応した戦略的な産業おこし～

▼鹿児島おこしへの挑戦 ～鹿児島を愛し，鹿児島で生活し，鹿児島の将来に努力する人材づくり～

■企業誘致件数 95企業（H20~23）

■産学官連携共同研究数 170件（H23）

■食品関連産業出荷額等 9,148億円【14】（H22)
※従業員10人以上の事業所 （製造業全体出荷額の約5割）

【かごしまブランドマーク】
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■「かごしまブランド産地」指定
→16品目25産地（H24.5)

■食の安心・安全の確保
（農林水産物認証制度の推進）

→認証：57品目215団体・個人（H24.7）

農業産出額 4,011億円【４】(H22)
海面漁業・養殖業生産額 799億円【４】(H22)

■教育旅行の受入状況

H22：552校→H23：642校

■スポーツ合宿の受入状況

H22：800団体→H23：958団体

■上海インポーター招へい・商談
■海外商談会への出展支援等

スマートフォン用
観光アプリの画面



九州新幹線効果

九州新幹線（鹿児島ルート）全線開業

九州新幹線が平成23年３月12日に全線開業。

平成23年度の九州新幹線全線開業後の経済効果は，４６４億円（H22年度比）（H24.3鹿児島地域経済研究所試算）

▼ 時間短縮効果

出典：厚生労働省 各年度衛生行政報告例

注） 全線開業後の所要時間はみずほの場合。 出典：ＪＲ九州発表資料等
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＜九州新幹線開業後の利用実績＞
（鹿児島中央～熊本間）

＜鹿児島県のホテル数･客室数の推移＞
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出典：鹿児島地域経済研究所調査

＜九州新幹線利用者の居住地別利用者割合＞
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累計で前年の

約1.6倍に増加

山陽・九州新幹線直通列車
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新幹線全線開業効果の定着・波及・拡大

全線開業効果の定着・リピーター対策
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新幹線全線開業の効果の定着や県内各地への波及・拡大を図るための施策を展開。

全線開業効果の波及・拡大

○ 魅力ある観光地づくり事業

九州新幹線の全線開業後の観光地づくりや受入体制の充実を図る
ため，錦江湾一周の「錦江湾しおかぜ街道」の整備をはじめ，街並整
備や景観整備，沿道修景等を進めます。

○ 佐多岬観光整備調査事業

佐多岬公園等の整備のあり方について，調査・検討を行います。

○ 観光かごしま大キャンペーン推進事業

行政と民間が一体となり，積極的な誘客対策や観光かごしまの観
光広報宣伝を展開します。

また，九州新幹線全線開業２年目を迎え，県内各地への誘客拡大
やリピーター対策に取り組み，観光客の維持・拡大を図ります。

197.7

155.2

255.0

194.2

256.8

324.6

245.1

219.8

188.2

118.6

183.5

166.3159.4164.2

203.7

158.1163.3157.9

152.9

81.8 94.0

158.8

219.2

173.2

267.1

175.1

102.2

168.3

80
100
120
140
160
180
200
220
240
260
280
300
320

H23.3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月H24.1月 2月 3月 4月

関西 中国

（％）

＜主要宿泊施設の宿泊客数（対前年同月100）＞

エリア H23.7月 H23.8月 H23.9月 H23.10月 H23.11月 H23.12月 H24.1月 H24.2月 H24.3月 H24.4月 H24.5月

鹿 児 島 地 区 119.1% 121.3% 118.3% 123.9% 117.5% 111.9% 102.0% 102.4% 113.8% 101.2% 97.1%

指 宿 地 区 160.9% 140.9% 167.1% 173.8% 156.8% 131.5% 121.4% 134.1% 164.7% 148.8% 103.4%

霧 島 地 区 121.8% 107.8% 106.1% 110.0% 111.7% 108.4% 111.4% 189.7% 199.0% 175.8% 128.3%

北 薩 地 区 － － － － － － － － 120.6% 109.3% 89.6%

大 隅 地 区 － － － － － － － － 104.2% 104.0% 125.8%

種 子 島 地 区 122.3% 137.5% 107.9%

屋 久 島 地 区 115.5% 153.6% 107.2%

奄 美 地 区 90.1% 92.6% 98.0% 100.1% 97.6% 109.3% 99.0% 105.8% 98.2% 103.1% 101.8%

そ の 他 129.2% 148.3% 169.9% 134.3% 117.7% 121.3% 94.2% 117.2% 105.5% 94.9% 88.3%

合 計 123.5% 117.9% 120.9% 128.6% 122.3% 114.6% 108.3% 126.3% 135.4% 125.5% 105.3%

108.6% 96.4% 90.5% 121.3% 108.5% 104.5% 106.3% 126.1%

関西・中国地方からの

入込みが増加

＜発地別の宿泊客の動向（対前年同月100）＞

＜新幹線全通の企業に対する影響＞

１ 調査時期：平成24年４月上旬

２ 回答企業：日本政策金融公庫鹿児島支店の取引先企業 ７３５社
３ 主な調査結果

・全線開業により「プラスの影響を受けた」と回答した企業は，前回調査
結果より3.0ポイント増加（13.9％→16.9％）

（日本政策金融公庫調べ）

県全体では前年同月
を上回って推移

出典：鹿児島県観光動向調査

出典：鹿児島県観光動向調査



財政の現状財政の現状
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Ｈ２３ 普通会計決算の状況

実質収支（52億円）＝歳入（7,958億円）－歳出（7,752億円）－翌年繰越財源（154億円）

実質単年度収支（31億円）は前年度に引き続き黒字

地方税, 16.6

30.2

その他, 12.2

19.2

地方交付税
 35.0

18.6

国庫支出金
18.5

14.9

地方債, 14.4

13.5

その他
3.3

3.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

鹿児島県

27.6 2.2 22.5 5.8

人件費
29.0

扶助費
 3.6

13.4

公債費

18.2
普通建設事業費

20.7

13.4

災害復旧事業費
0.9

0.8

物件費

3.5

3.6

補助費等, 19.6

積立金2.6
貸付金

0.9

9.0 1.7

その他
1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

鹿児島県

歳入

歳出

自主財源 依存財源

注）全国の数値は総務省公表（H24.9.28）による速報値
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社会資本の整備促進のため，普通建設事業費の比率が高く，中でも公共事業等国庫補助事業の占める割合が多い。

本県は，地方税のように自らその権能を行使して調達できる自主財源が極めて少なく，依存財源が多い。特に地方交付税，国庫支出金への依存度が高い。
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義務的経費 投資的経費(普通建設事業費+災害復旧事業費) その他経費 県税収入（右軸）

歳出規模等の推移（一般会計）

(億円) (億円)

⑬歳出ピーク

（10,643億円）

H14年度から徹底した行財政構造改革に着手

H23年度は，ピーク時のH13年度と比較し約26％縮減

県北部豪雨
災害対策

国の交付金を活用

した雇用・経済対策
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地方法人特別税の

創設等により減少
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1,5771,5741,7331,968
2,523
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普通建設事業費の推移（一般会計）

(億円)

県政刷新大綱に基づく事業水準の見直し等により，H23年度は，ピーク時のH8年度（4,372億円）

と比較し，普通建設事業費総額で約64％縮減

県単公共事業費についても，ピーク時のH8年度（1,635億円）に比較し約69％縮減

国の交付金を活用

した雇用・経済対策
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義務的経費の推移（一般会計）

人件費は職員数の縮減及び職員給の見直し等により減少傾向

720 730 689 703 803 843 880 912 946

1,406 1,450 1,550 1,704 1,414 1,387 1,415 1,388 1,378 1,405 1,403

2,743 2,549 2,427 2,347 2,303 2,303
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994 1,033
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4,801 4,790 4,844 4,727 4,671 4,702 4,739

0

1,000

2,000

3,000
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人件費 扶助費 公債費

(億円)

※ H16以前の公債費については，借換債を含む。（H17以降，借換債は公債管理
特別会計で計上。）

【人件費】ピーク時（H13）と比較して約１９％削減
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基金残高の推移

134 134 134 134 134 101 87 61 84 110 130
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174 200
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財政調整 県有施設 県債管理（満期一括償還財源積立分を除く） 県債管理（満期一括償還財源積立金分）

(億円)

市場公募債の満期一括償還に備え，計画的な基金積立を実施
財政調整に活用可能な基金残高が，３年連続増加

【満期一括償還財源積立（県債管理基金）】

市場公募債（満期一括償還方式）の導入に伴い平成18年度から毎年度積立てを行い*，償還財源を確保

→ 平成23年度で337億円 ＊毎年度の積立額：＝（発行額）／（トータルの償還年数）

例）17年度発行分 400億円／30年＝13.3億円／年（18年度以降積立て）

財
政
調
整
に
活
用
可
能
な
基
金
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17.016.4

16.015.314.7

269.6 266.0

240.2242.4

272.6

10

15

20

25

30

35

H19 H20 H21 H22 H23

200

250

300

350

400

将来負担比率（%）（右軸）

実質公債費比率（%）（左軸）

財政悪化

健全財政

基準を超えると･･･自主的な改善努
力による財政健全化（財政健全化計
画の策定）

基準を超えると・・・国等の関与による
確実な再生（財政再生計画の策定）

財政健全段階では･･･

指標の整備と情報開示の徹底

財政力指数・経常収支比率

財政健全化法に係る４指標等

0.288
0.292

0.302
0.308

0.312

98.9

97.1

93.3

96.9
97.5

0.25

0.26

0.27
0.28

0.29

0.3

0.31

0.32
0.33

0.34

0.35

H19 H20 H21 H22 H23
90

92

94

96

98

100

実質公債費比率及び将来負担比率ともに早期健全化判断比率を下回る

240.2％ 【33】

17.0％ 【35】

－

－

97.1%（速報値）

0.28819（速報値）

H23

400.0％

25.0％

8.75％

3.75％

早期健全化基準

35.0％

15.0％

5.0％

財政再生基準

0.29206【42】0.30228【41】0.31231【40】0.30831【39】財 政 力 指 数

93.3%【37】96.9%【37】97.5%【34】98.9%【37】経 常 収 支 比 率

269.6％【36】

14.7％【27】

H19

272.6％【38】

15.3％【34】

－

－

H20

266.0％【35】

16.0％【36】

－

－

H21

242.4％【33】

16.4％【36】

－

－

H22財 政 指 標

将 来 負 担 比 率

実 質 公 債 費 比 率

連結実質赤字比率

実 質 赤 字 比 率

※実質赤字比率，連結実質赤字比率及び将来負担比率は，財政健全化法制定によりH19以降算定
※【】は全国順位（H23の順位はH24.9.28総務省公表の速報値）であり，「－」は比率なし（実質赤字額及び連結実質赤字額がないため）

実質公債費比率・将来負担比率

財政力指数（左軸）

経常収支比率（%）（右軸）

▼早期健全化基準
実質公債費比率：25%
将来負担比率：400%

▼財政再生基準

実質公債費比率：35%

12

財政健全化判断基準



債務負担行為の状況

（単位：百万円）

将来負担比率における債務保証又は損失補償の負担見込額は12,978百万円であり，

標準財政規模（臨時財政対策債発行可能額を含む）469,104百万円の2.8％程度

*1 共同発行市場公募地方債に係るもの 9,494,000百万円 を除く

H22年度H23年度

314

34

9,315

9,349

3,159

156

0

3,315

12,978

将来負担比率における負担見込額

690

105

9,339

9,444

3,437

0

0

3,437

13,570

H23年度末
債務負担限度額

1,839地域振興公社

67,431地方３公社以外の出資法人に係るもの

65,592森林整備公社

7,441住宅供給公社

2,194その他

3,312土地開発公社（債務保証）

38,826道路公社（債務保証）

49,579地方３公社

119,204債務保証又は損失補償に係るもの

＊H23普通会計ベース

＊1

＊1
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地方３公社の経営状況

道路公社

土地開発公社

住宅供給公社
新規の団地開発の中止（H12～新規着工取り止め）

職員給削減（H20～22:9％,H23:7％,H24:5％）

ﾌﾘｰﾚﾝﾄ制度導入等による賃貸入居率の向上

在庫資産の販売促進

（H23：一般宅地63区画販売）

H17.4.1から道路公社と（財）鹿児島県建設
技術センターの総務管理部門を統合

職員給削減（H20～22:6％,H23:4％,H24:2％）

在庫資産の分譲促進

（鹿児島臨空団地：3.0ｈａ分譲済）

公社等経営改善の取組み等公社等経営改善の取組み等

H17.4.1から土地開発公社と（財）鹿児島県
建設技術センターの総務管理部門を統合

職員給削減（H20～22:6％,H23:4％,H24:2％）

借入金及び出資金の償還が終了するH29年度
に解散予定

１. 廃止又は統合等の検討

２. 県からの財政的支援・人的支援の縮減

３. 公社等外郭団体への要請等

１. 廃止又は統合等の検討

２. 県からの財政的支援・人的支援の縮減

３. 公社等外郭団体への要請等

「公社等外郭団体見直し方針」（H17.3月策定）

【主な見直しの視点】

（単位：百万円）H23決算

道 路 公 社 土地開発公社 住宅供給公社

S47.8.29 H7.4.3 S40.11.1

26名 18名 19名

出資団体数 1 1 1

本県出資額 6,908 50 21

資　　産 29,424 4,860 17,025

負　　債 22,516 4,647 19,107

資　　本 6,908 213 △ 2,082

経常損益 1,304 △ 17 △ 183

当期損益 1,304 △ 17 △ 183

0 37 11,478

区　　　分

出
資
状
況

貸
借
対
照
表

県からの借入金
(H24.3.31現在）

損
益
計
算
書

設立年月日

役職員数
(H24.3.31現在）

良好な経営を継続

鹿児島臨空団地
の早期分譲

在庫資産の早期販売

＊ ＊

＊ 道路公社及び土地開発公社の役職員数のうち，9名は相互兼務である。
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第３セクターの経営状況

『地方3公社を除く地方自治法第243条の3第2項に基づき，経営状況を議会に提出している法人（県が50％以上出資している法人等）』

【H23決算（単位：百万円）】

(財)鹿児島県文化振興財団 県文化センター等の管理運営等 1,210 1,050 86.8% 2 1,420

(財)屋久島環境文化財団
屋久島環境文化村センター等の管

理等
808 510 63.1% 6 843

(財)鹿児島県民総合保健センター 生活習慣病等総合検診事業 10 5 50.0% 64 913

(財)かごしま産業支援センター
中小企業者等に対する各種産業支

援
4,388 3,501 79.8% 12,054 △ 514 5,585

(財)鹿児島県地域振興公社
農地保有合理化，その他農業構造

改善に資する事業
318 318 100.0% 1,839 33 6,695

(公社)鹿児島県農業・農村振興協会
担い手農家の経営改善・向上に関

する事業等
1,000 500 50.0% 156 △ 3 1,043

(財)鹿児島県林業担い手育成基金
林業労働力の育成・確保並びに就

労条件の改善等の支援
2,183 2,177 99.7% △ 10 2,235

(社)鹿児島県森林整備公社 分収方式による森林の整備 18 5 28.1% 65,592 19,247 △ 1 22

(財)万之瀬川水源基金 万之瀬川流域森林の造成，整備 30 15 50.0% 0 31

(財)鹿児島県建設技術センター 建設業に関する実務研修等 3 3 100.0% 69 692

(公財)鹿児島県暴力追放運動推進センター
暴力や不法行為等のない住み良い

鹿児島の実現
637 488 76.7% 17 877

損失補償に係る

債務負担行為

23年度末限度額

県からの
借入金

(H24.3.31）
うち県

出資額
出資割合

名　　　　　称 業　　務　　概　　要
出資金
又は

基本金

経常利益（損失）

又は当期正味財

産増加（減少）額

資 本 合 計 又 は

正 味 財 産

15



◆県立病院事業中期事業計画の収支目標を全体で達成

～経常収支，資金収支ともに過去最大の黒字～

○減価償却前収支

⑲ 1,174 ⑳ 791  1,382 →1,622→  1,860 百万円(税抜)
○資 金 収 支※

⑲ 274 ⑳ 152  700 →1,078→  1,328 百万円(税抜)
（修正前491） （修正前△29百万円）

※⑲・⑳の医療機器の購入に伴う収入年度と支出年度のずれ等修正後

○内部留保資金 → 6,623百万円（前年比1,328百万円増）

◆県立病院事業中期事業計画の収支目標を全体で達成

～経常収支，資金収支ともに過去最大の黒字～

○減価償却前収支

⑲ 1,174 ⑳ 791  1,382 →1,622→  1,860 百万円(税抜)
○資 金 収 支※

⑲ 274 ⑳ 152  700 →1,078→  1,328 百万円(税抜)
（修正前491） （修正前△29百万円）

※⑲・⑳の医療機器の購入に伴う収入年度と支出年度のずれ等修正後

○内部留保資金 → 6,623百万円（前年比1,328百万円増）

公営企業（法適用事業）の決算状況

△ 54△ 531収支差引（③－④）

資
本
的
収
支
（
資
本
勘
定
）

※ 減価償却前収支 381,860

0713うち企業債

582,327支 出（④）

41,103うち建設改良費

△ 151,328資 金 収 支
（＝減価償却前収支＋収支差引）

41,796収 入（③）

△ 44865損益収支（①－②）

16116,975うち営業費用

17617,159支 出（②）

13117,768うち営業収益

13218,024収 入（①）収
益
的
収
支
（
損
益
勘
定
）

工業用水道事業県立病院事業 H23.3月 「県立病院事業中期事業計画（経営安定化計画）」
■経営の安定化に軸足を置くものとし，また，各病院で単年度の資金収支
及び経常収支の黒字化に最大限努力

H23決算（税抜き） （単位：百万円）

平成23年度決算

施設基準の新規・上位取得など診療体制を充実した

ことに伴う加算等による診療収益の増

施設基準の新規・上位取得など診療体制を充実した

ことに伴う加算等による診療収益の増

特徴

16
※ 端数処理の関係で，合計が一致しない場合がある。



行財政構造改革行財政構造改革
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H24.3月「行財政運営戦略」策定

H24 当初予算

「安心・活力・改革」

H23 当初予算 「改革・活力・安心」

行財政の大胆改革

H16.7月 伊藤知事就任

H17.3月「県政刷新大綱」策定

H17 当初予算 「大胆改革元年」

■ 概ね10年程度の中・長期的視点に立ったあるべき 行財政構造の姿や，その実

現に向けた改革の方向性を示したもの

■ 限られた一般財源を各歳出項目毎にどのように配分すべきかという観点から，

「あるべき歳出構造」を明示＝歳入に見合った歳出構造の再構築

大
胆
で
ス
ピ
ー
ド
感
あ
ふ
れ
る
改
革
を
推
進

改革継続

持続可能な行財政構造の確立 県政運営の重点項目

18

する必要

＜行財政運営の基本的方向性＞

■ 「子どもからお年寄りまですべての県民にとって優しく温もりのある社会」の形

成を目指し，「力みなぎる・かごしま」，「日本一のくらし先進県」を実現

■ 従来の諸施策の充実を図るとともに，医療，福祉，介護，教育等の分野における

新たな行政需要に的確に対応

＜行財政改革の取り組み＞

▲ ２１．８％一般政策経費

▲ ４９．６％普通建設事業費等

▲ １２．２％人件費 公社等外郭団体見直し 53団体 → 38団体

指定管理者制度の導入 34施設

市町村への権限移譲 46法令53項目434事務

本庁：２課の減，１室の増
出先機関：82機関の減

≪平成17年度～平成23年度の取組≫

国・地方を通じた厳しい財政環境や本県の財政
構造の特性の下，今後とも

新たな行政需要に必要な財源を確保しつつ，
持続可能な行財政構造を構築

収支改善額 ＋451億円

県債残高※ 1,932億円の圧縮（H23末－H16末）

※ 臨時財政対策債等除く

*当初予算ベース

歳入・歳出それぞれの項目ごとに示した考え方を踏まえ，具体的な行財政改革の取り組み

を推進

＜公債管理の基本方針＞

財源不足額ゼロを達成

しかしながら，

２年連続財源不足額ゼロ

臨時財政対策債等を除く本県独自に発行する県債残高を1.1兆円程度に抑制するよう

努める。



歳出面での取組の成果

609 544 500 485 475 489 481 476 457

403 374 381 400 394 394 348 358 368

474 409 364 323 185 175

1,412 1,398 1,413 1,388 1,371 1,395 1,398 1,379

498 501 519 588 616 652 672 696

2,017 1,972 1,903 1,824 1,808 1,809 1,791 1,780

290 249 244

1,424

477

2,041

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
(億円) 歳出面での取組の当初予算（一般財源ベース）への反映状況

着実な推進・継続

※三位一体の影響分を除いた通常分ベース

平成23年度までに人件費，普通建設事業費，一般政策経費は県政刷新大綱における削減目標をほぼ達成

県政刷新大綱策定時（H16）にあった▲451億円の財源不足額を２年連続で解消

歳出合計

歳入合計

財源不足額

H16(大綱策定時） H17当初 H18当初 H19当初 H20当初 H21当初 H22当初

扶助費

普通建設事業費等

税等交付金

一般政策経費

人件費

公債費

対H23削減額
△11億円

対H23削減額
△19億円

対H23削減額
△10億円

19

H23当初 H24当初

5,428 5,254 5,116 4,8804,9294,959 4,927 4,8555,043

4,8554,977 4,873 4,811 4,8804,8814,802 4,7794,750
▲451 ▲381 ▲305 0▲48▲157 ▲148▲293

県政刷新大綱で示した，あるべき歳出構造については，人件費 1,769～1,880（▲8～13%），扶助費 477（現状維持），公債費 1,371～1,457（増加しないよう管理），普通建設事業費

239～333（▲30～50%），税等交付金 403（税収連動のため削減不可能），一般政策経費 488（▲20%）（単位は百万円。減率については，平成16年度との比較）となっている。

（注）

0

対H16比で451
億円の収支改善



行財政運営戦略を踏まえた取組

地方交付税，国庫支出金等の財源確保の取組，県有財産の
売却等

県税収入の確保

（→滞納縮減特別対策等による県税徴収体制の強化等）

《平成24年度当初予算における行財政改革の取組》

歳
出
面
で
の
取
組

１０億円の削減
普通建設事業費等

（→国費の動向も踏まえた上での事業の重点化，
財源確保等）

９億円の削減
一般政策経費等

（→一層の経費の節減，財源確保等）

１９億円の削減
公債費

（→県債発行の抑制，利子の減等）

２４億円の増加
扶助費

（→後期高齢者医療対策事業の増等）

１１億円の削減
人件費

（→職員数及び職員給の縮減等）

【職員数の縮減状況】（一般行政部門）

20

■ 国・地方を通じた厳しい財政環境や，本県の自主
財源に乏しい脆弱な財政構造の下，経済情勢の変
動にも的確に対応しながら，新たな行政需要に必要
な財源を確保しつつ，持続可能な行財政構造を構築
するため，行財政改革に取り組む必要

■ 財源不足が解消された平成２３年度に比べ，平成
24年度においては，人件費，扶助費が増加するとと
もに，国の経済対策に基づく基金が終了

■ 他方で，地方財政対策における所要一般財源の
確保

■ 財源不足額 ０億円
■ 財政調整に活用可能な基金残高を２３５億円確保
■ 県債残高は臨時財政対策債等を除いたベースで

３２６億円減の１兆２,８３９億円

一般行政部門における職員数については，行政サービスの充実にも留意
しながら，簡素で効率的な組織機構の整備や，普通建設事業費等の水準
などを踏まえた執行体制の見直しなどの取組を進めることにより，業務量に
応じた職員の適正配置を行い，その縮減を図る。

▲83▲106▲138▲169▲225▲192▲185▲125ー
対前
年比

5,2075,2905,3965,5345,7035,9286,1206,3056,430職員
数

H24
（速報値）

H23H22H21H20H19H18H17H16

歳
入
面
で

の
取
組

※職員数は各年４月１日現在

【平成23年度当初予算との比較】



歳入確保対策（主な事例）

県税の見直し 未利用財産の有効活用・処分

使用料・手数料の見直し

▼ 新規徴収

・免税軽油使用者証交付手数料（H19~）

・認知機能検査手数料（自動車等運転免許関連）（H21~）

・輸出畜産物証明手数料（H22~）

・病害虫遺伝子定量分析手数料（H23~）

・土地の使用料（石橋記念公園）等4件（H23~） など

▼ 受益者負担の適正化を図る観点から見直し

・公営住宅使用料，黎明館使用料，

工業技術センター使用料・手数料 など

未収債権対策の強化等

▼ 県税

・特別滞納整理班の設置（H19）

・コンビニ収納（H18），クレジット収納（H22）の導入

・タイヤロック装置を活用した納税交渉の実施（H18~）

・インターネット公売の導入（H19）

・課税対策官の設置（H23） など

▼ 公営住宅使用料

・民間債権管理回収会社（サービサー）への委託（H20~）

▼ 森林環境税（超過課税）のH17創設・H22延長

▼ 産業廃棄物税（法定外税）の創設（H17）

▼ 県有財産の有効活用方策（H21.2作成）

売却目標：200億円程度（H20~H24）

その他

▼ ネーミングライツの導入（H18） ▼ 新たな広告事業の導入（H19） ▼ 公の施設の見直し など

21



県債管理への取組県債管理への取組
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県債管理への取組状況

効果

公債費負担の平準化や借入コストの抑制への取組

臨時財政対策債等を除く県債残高は，８年連続で減少

プライマリー・バランスの８年連続黒字化

取組

普通建設事業費の圧縮などによる新規の県債発行額の抑制

県政刷新大綱・行財政運営戦略に基づく県債管理の徹底により，債務負担の減少の効果が確実
にでてきている。
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129 258

241 215 194
237

478 652
55

36
4

5

1,614

944
776 764 716

594

1,737

1,255
1,101

881 887

548

435

312

49

1,866 1,872

1,705

1,413

1,122 1,102
1,193

1,062

1,278
1,372

1,147

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

通常の県債 臨時財政対策債*2 減収補填債

県債発行の抑制

県債発行額の推移（一般会計*1） *１ 借換債を除く

(億円)

ピーク時のH10年度（1,922億円）に比較し約40％縮減

臨時財政対策債等を除いた県債発行額については，引き続き抑制基調を維持

*2 臨時財政対策債：地方交付税の振替として発行する地方債

県北部豪雨災害対策

国の交付金を活用した

雇用・経済対策
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公債費の推移（一般会計）

1,1511,1491,1181,1191,1421,1151,1291,2141,1761,0931,033

252256260269273272285
309325

356
363

1,396
1,449

1,501 1,523
1,414 1,387 1,415 1,388 1,378 1,405 1,403

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

元金 利子

＊借換債に係る公債費（元金）及び一時借入に係る公債費（利子）を除く
なお，一時借入は，17年度以降市場公募債の導入など発行時期の平準化に取り組んでいる結果，発生していない。

(億円)

県政刷新大綱に基づいた普通建設事業の水準の見直し等により，新規の県債発行を抑制し，
公債費が大幅に増加しないよう管理

大幅に増加しないよう管理
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129
387 1,367 1,686 1,837 2,226 2,783

56 105 139 141 141

（53.2％)（52.0%）（51.4%）（51.1%）（51.7%）（53.8%）（53.8%）（54.6%）（55.1%）（55.8%）（56.2%）

13,15913,61413,94914,21214,46914,60714,80515,04415,15815,064
14,544

3,234
1,135822 1,55214,673

15,451
15,980 16,179 16,172 16,159 16,211 16,154 16,314 16,538 16,534

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

交付税措置分 通常の県債 臨時財政対策債 減収補填債

県債残高の推移（一般会計）

(億円)

臨時財政対策債等を除く県債残高は，８年連続で減少
県債残高（全体）の約50％は地方交付税により措置

8年連続で減少

※ （ ）は県債残高（全体）に対する地方交付税の措置率である。
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プライマリーバランス（ＰＢ）の推移（一般会計）

398

215
248

441

274

372

446

282

△ 32

△ 244△ 234

△ 400

△ 200

0

200

400

600

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

(億円)

臨時財政対策債が増加傾向にある中で，８年連続のＰＢの黒字化を達成

※プライマリーバランス（基礎的財政収支）＝歳入総額から県債収入を差し引いた金額と歳出総額から公債費を差し引いた金額のバランス

8年連続PB黒字PB推移
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起債運営起債運営
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1,123
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548
345

229 150

505 577 567
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1,477
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1,754
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1,6491,6801,6701,626
1,546

1,872

0

500

1,000

1,500

2,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 Ｈ２３

公的な資金 銀行等引受債 市場公募（個別） 市場公募（共同） 市場公募（住民）

市場公募債
（個別）を導入

県債資金調達の推移（一般会計+公債管理特別会計）

(億円)

＊借換債を含む

長期的・安定的に資金を確保するためH17年度から市場公募地方債を導入

借換債発行額

⑯181億円 ⑰355億円，⑱713億円，⑲353億円

⑳564億円，392億円，308億円，502億円 29

市場公募債
（共同・住民）を導入



◆ 年限の多様化等
・ 超長期債の導入

① 公的な資金の確保（地方公共団体金融機構資金：⑳29億円 255億円 210億円  160億円）
② 銀行等引受債の活用（⑳20年債102億円 20年債100億円 20年債50億円 20年債50億円）

・ ５年債の発行（市場公募債（個別）H19.3～）

（単位：億円）

5月 6月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 合計

430
663

個別 5年 100 100
共同 10年 50 50 50 60 50 90 50 100 100 600

住民型 5年 20 20
50 50 50 60 100 50 110 50 100 100 720

市
場
公
募
債

24年度県債資金調達計画（当初予算時）

月計

公 的 資 金

銀行等引受債

430
663

今後の県債資金調達の方向性

引き続き市場公募地方債を活用し，発行の平準化に取り組む

公的な資金の確保及び銀行等引受債の活用により，年限の多様化を図る

銀行等引受債についても，金利動向やキャッシュフローを見極めながら機動的に対応

◆ 発行の平準化
・ 共同発行市場公募債を中心にほぼ毎月発行
・ 銀行等引受債を機動的に発行
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鹿児島県総務部財政課公債管理係

〒890-8577 鹿児島市鴨池新町10-1
TEL：099-286-2179／FAX：099-286-5512
e-mail：kousaikanri@pref.kagoshima.lg.jp

財政・県債に関するホームページアドレス
http://www.pref.kagoshima.jp/kensei/zaisei/index.html
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TEL：099-286-2179／FAX：099-286-5512
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問い合わせ先問い合わせ先
本資料中の将来の見通し・予測は，鹿
児島県として，現時点で妥当と考えら
れる範囲で示したものであり，確実な
実現を約束するものではありません。

本資料は，鹿児島県債の購入を御検
討いただいている投資家の方々に，本
県の経営状況と県政ビジョンについて
説明することを目的としており，特定の
債券の売出し，または募集を意図する
ものではありません。

本資料中の将来の見通し・予測は，鹿
児島県として，現時点で妥当と考えら
れる範囲で示したものであり，確実な
実現を約束するものではありません。

本資料は，鹿児島県債の購入を御検
討いただいている投資家の方々に，本
県の経営状況と県政ビジョンについて
説明することを目的としており，特定の
債券の売出し，または募集を意図する
ものではありません。
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